
評価指標一覧

年度 数値等 年度 数値等 年度 数値等 取組内容 年度 数値等

　重要評価指標：各体系における取組の進捗状況を総合的に評価する指標

共に支え合う地域づくり 1 重層的支援体制構築市町村数 － － 2026 20市町村 2021 5市

未実施市町村における取り組みを促進す
るため、有識者による講演や事業を実施
する市町の取組状況を紹介する市町村向
けの研修会を実施

（開催実績）
開催　2021年12月20日
対象　市町村職員
参加市町村　　４１市町村

B
2021年度から制度が開始され、5市で実
施できた。

未実施市町村における取り組みを促
進するための市町村向けの研修会を
実施。

子ども・子育て支援 2 保育所待機児童数 2020 155人 2024 解消 2021 174人

保育所等の整備費補助を行うことで整備
を推進し、受け皿の拡大を促進。

（2021年度　整備数）
保育所等　36か所、定員2,591名増

D

増加した主な原因は、中核市である岡
崎市において、待機児童が0人から72人
に増加したことによるものである。
岡崎市は、今後、施設整備による保育
の受け皿の拡充を進め、待機児童解消
を図ることとしている。

引き続き、施設整備による保育の受
け皿の拡充を進め、待機児童解消を
図る。

健康寿命の延伸 3 健康寿命 2016
男性 73.06年
女性 76.32年

2022
男性 75年
女性 80年

2019
男性：72.85
女性：76.09

生涯を通じて健康でいきいきと過ごすこと
ができるよう、関係機関等と連携し、県民
の健康づくりを推進。

（主な取組）
・健康情報ポータルサイト「あいち健康ナ
ビ」の管理･運営
・あいち健康マイレージ事業の推進及び連
携アプリ「あいち健康プラス」の配信
・生活習慣病対策
・たばこ対策、受動喫煙防止対策
・健康経営推進企業支援事業

D

男女ともに健康寿命の数値がやや低下
しているが、2016年度から2019年度の
変化は偶然変動による範囲内と考えら
れる。
今後の推移に注視し、健康寿命の延伸
に取り組んでいく。

健康日本21あいち新計画の中間評
価において、働く世代において生活
習慣の改善等が不十分な項目がみ
られたことから、「健康経営推進企業
支援事業」、「あいち健康マイレージ
事業」を推進し、健康づくりに取り組
む県民の増加を目指す。

（主な取組）
・健康情報ポータルサイト「あいち健
康ナビ」の管理･運営
・あいち健康マイレージ事業の推進
及び連携アプリ「あいち健康プラス」
の配信
・生活習慣病対策
・たばこ対策、受動喫煙防止対策
・健康経営推進企業支援事業

医療・介護提供体制
の確保

4
各市町村における地域包括ケア
評価指標全項目の実施率

2019 79% 2024 100% 2020 82%

評価指標を活用し、市町村の取組状況を
評価

（具体的内容）
28の評価項目について評価を実施

B
2020年度は、82％の実施率となり、実施
率は上昇している。

目標の達成に向け、引き続き、評価
結果を活用した市町村職員への研修
等を実施。

障害者支援 5
地域生活支援拠点等の運用状況
検証等実施市町村数

－ － 2023
全市町村

（圏域での取組含
む）

2021

2021年度事業に対す
る検証・検討の実施：
35市町／54市町村
（2022年度中に実施
予定を含む）
地域生活支援拠点整
備状況：
51市町村／54市町村

（検証・検討の実施）
各市町村又は各圏域において、地域生活
支援拠点等の機能の充実のため、年一回
以上運用状況を検証及び検討

（全市町村整備に向けた取組）
障害保健福祉圏域ごとに配置している地
域アドバイザーと連携し、各市町における
取組状況を把握しながら、早期に整備が
完了するよう働きかけていく。

B

2021年度事業に対する検証・検討の実
施状況は2022年度に実施予定を含め35
市町であり、未定等は16市町村（未整備
の3市町を除く）となっている。

障害者自立支援協議会地域生活移
行推進部会が作成した「地域生活支
援拠点等の運用状況の検証・検討の
ための手引き」などを参考に、市町村
において検証・検討が円滑に行われ
るよう、地域アドバイザーと連携し働
きかける。

（２）あいち福祉保健医療ビジョン２０２６　進捗状況

体系
番
号

項目

2020年度実績
（2021年3月作成時点）

目標
（2021年3月設定）

直近値（実績）
進捗 進捗に関する見解 進捗を踏まえた今後の取組

直近値の前年度（実
績）

目標を達成したもの（A） 0項目
計画策定時と比べて改善したもの（B） 16項目
計画策定時と比べて横ばいのもの（C） 1項目
計画策定時と比べて下回っているもの（D） 6項目
未調査のもの（E） 2項目
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年度 数値等 年度 数値等 年度 数値等 取組内容 年度 数値等

（２）あいち福祉保健医療ビジョン２０２６　進捗状況

体系
番
号

項目

2020年度実績
（2021年3月作成時点）

目標
（2021年3月設定）

直近値（実績）
進捗 進捗に関する見解 進捗を踏まえた今後の取組

直近値の前年度（実
績）

目標を達成したもの（A） 0項目
計画策定時と比べて改善したもの（B） 16項目
計画策定時と比べて横ばいのもの（C） 1項目
計画策定時と比べて下回っているもの（D） 6項目
未調査のもの（E） 2項目

　進捗管理指標：各体系における主な取組の実施状況等を進捗管理する指標

1
就労準備支援事業・
家計改善支援事業の実施市町村数

2020

就労準備支援事業:
２８市町村

家計改善支援事業:
２７市町村

いずれかの事業を実
施している市町村

28市町村

2022 全市町村 2021

就労準備支援事業:
２８市町村

家計改善支援事業:
２７市町村

･未実施の自治体に対し、事業実施促進
の通知
･厚労省主催の自治体コンサルティングに
て、予算･事務の助言を行う

C
計画進捗は横ばいとなったが、２０２２年
度に向けて未実施自治体への事業実施
促進の通知や働きかけを実施。

2022年度はいずれの事業も実施市
町村が増えている。（就労準備支援
事業：28→35、家計改善支援事業：27
→32）引き続き、自治体コンサルティ
ングの利用や受託可能団体の開拓
にも取り組み、実施市町村数の増加
を図る。

2
成年後見制度利用促進のための
中核機関の設置市町村数

2019 11市町村 2021 全市町村 2021
23市町村

(2021.10.1時点)

市町村の中核機関設置等を支援するた
め、愛知県社会福祉協議会に委託し、地
域ネットワーク会議を開催

（開催実績）
開催回数：のべ10回

B
2021年度は、設置市町村数が23市町村
となった。目標とは開きがあるが、毎年
着実に増加している。

【高齢福祉課】
目標の達成に向け、愛知県社会福祉
協議会に権利擁護支援に関するコー
ディネーターを配置し、中核機関の設
置や機能拡充に向けた市町村への
個別支援等を実施。
【障害福祉課】
毎年、着実に増加していることから、
目標の達成に向け、引き続き、制度
周知や障害者の権利擁護に係る意
識向上を図るため、研修を開催して
いく。

2020
16市町村

(2020.10.1時
点)

3

地域活動の実践につなげる学びの機会
の提供
（あいちシルバーカレッジ専門コース
受講者数）

－ － 2026 毎年度30名 2021 受講者数16名

あいちシルバーカレッジ専門コースの開催

（開催実績）
開催：2021年11月16日～11月19日
対象者：あいちシルバーカレッジ卒業生
参加者数：16名
講師：愛知県立大学教授　等

D
コロナ感染症の感染状況から、日程及
びカリキュラムの変更及び縮小を行った
ため、目標値を下回ることとなった。

感染状況に応じて開催方法・内容を
柔軟に調整し、参加者の確保を目指
す。

4
愛知県ファミリー・フレンドリー
企業の新規登録企業数

2019 187社 2025 毎年度130社 2021 94件

従業員が仕事と育児・介護等を両立でき
るよう積極的に取り組む「愛知県ファミ
リー・フレンドリー企業」の普及拡大

（主な取組）
「愛知県ファミリー・フレンドリー企業」の登
録

D

専用ウェブサイト等により周知を行った
が、目標数値を下回った。今後、周知啓
発に努め、新規登録社数の増加に取り
組んでいく。

啓発リーフレットの配布や、専用ウェ
ブサイトでの登録企業の取組紹介、メ
ルマガの配信等によって制度の周知
を行い、登録企業数増加を図る。

2020 99件

5
出会いの場を提供する
イベント実施数

2019 997回 2024 1,500回 2021 435回
対面形式のイベントに加え、オンライン形
式のイベント情報を（あいち出会いポータ
ルサイト「あいこんナビ」に）掲載。

D
コロナ感染症の感染状況から、イベント
の中止が相次いだため、目標値を下回
ることとなった。

結婚支援に積極的な団体である「婚
活協力団体」との連携を一層図り、イ
ベント実施数の増加を目指す。

2020 424回

6 保育士等の確保数 2019 26,887人 2024 30,000人 2021 29,008人
保育士の養成、処遇や労働環境の改善に
よる離職防止、潜在保育士の再就職支援
の取組みなど保育士確保施策を実施。

B
2021年度は、保育士確保数が29,008人
となった。毎年着実に増加している。

引き続き、保育士の養成、処遇や労
働環境の改善による離職防止、潜在
保育士の再就職支援の取組みなど
保育士確保施策を推進していく。

2020 28,590人

7
生活困窮世帯・ひとり親家庭の
子どもの学習支援事業実施市町村数

2020 41市町 2024 全市町村 2021 43市町
生活困窮者自立支援法に基づく他の事業
より国庫補助率が低率となっているため、
国庫補助率の引き上げを国に要望

B
未実施自治体に対する働きかけ等によ
り、少しずつではあるが、実施市町村は
増加している。

教育委員会が所管している事業（地
域未来塾、放課後こども教室等）でカ
バーしている市もあるため、教育委員
会とも連携し、全市町村で生活困窮
世帯・ひとり親世帯の子どもを含めた
学習支援事業が展開されるよう、引
き続き働きかけていく。

2020 41市町

共に支え合う地域づくり

子ども・子育て支援
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評価指標一覧

年度 数値等 年度 数値等 年度 数値等 取組内容 年度 数値等

（２）あいち福祉保健医療ビジョン２０２６　進捗状況

体系
番
号

項目

2020年度実績
（2021年3月作成時点）

目標
（2021年3月設定）

直近値（実績）
進捗 進捗に関する見解 進捗を踏まえた今後の取組

直近値の前年度（実
績）

目標を達成したもの（A） 0項目
計画策定時と比べて改善したもの（B） 16項目
計画策定時と比べて横ばいのもの（C） 1項目
計画策定時と比べて下回っているもの（D） 6項目
未調査のもの（E） 2項目

8
子ども家庭総合支援拠点
設置市町村数

2019 8市町 2024 全市町村 2021 28市町

中央児童・障害者相談センターに市町村
支援担当福祉司を配置し、県内各市町村
に対し拠点設置促進に係る活動を行っ
た。

B

2021年度は、設置市町村数が28市町と
なり,,目標は未達成であったものの、設
置市町村数は毎年着実に増加してい
る。

設置自治体数が毎年着実に増加して
いることから、目標の達成に向け、引
き続き未設置市町村に対し、拠点設
置に係る助言等を実施。

2020 19市町

9 成人の喫煙率 2016
男性26.1%
女性6.4%

2022
男性17.0%以下
女性4.0%以下

- -
たばこが健康に与える影響について、正し
い知識と情報の提供等の実施。

E （2022年度調査予定）

引き続き、たばこが健康に与える影
響について、正しい知識と情報の提
供等を実施。

（主な取組）
世界禁煙デー・禁煙週間
・啓発物品(絆創膏等)の配布
・鉄道会社による構内放送の実施
・ラジオ等メディア媒体を活用したPR

10 特定健康診査・特定保健指導実施率 2018 55.6％、25.0％ 2023 70％、45％以上 2019 57.2％、25.8％

医療保険者や企業等と連携して、受診率
向上のためのデータ分析や啓発等を実
施。

（啓発の内容（2021年度））
・名古屋グランパス、中日ドラゴンズとコラ
ボした啓発物品の作成・配布
・ラジオ等メディア媒体を活用したPR
・スギ薬局でのポスター掲示
・ポートメッセなごやでの生活習慣病予防
展イベントへの参加
・明治安田生命保険と連携した啓発動画
の作成

B

各実施率は、毎年度増加しているもの
の、目標には及ばない状況である。医療
保険者や企業などとの連携を強化して、
受診率向上のための普及啓発キャン
ペーンを効果的に進める必要がある。

医療保険者や企業等との連携を強化
し、受診率向上のためのデータ分析
や啓発キャンペーン等を実施。

（啓発の内容）
・名古屋グランパス、中日ドラゴンズと
コラボした啓発物品の作成・配布
・ラジオ等メディア媒体を活用したPR
・コンビニや商業施設、薬局等でのポ
スター掲示
・庁内放送の実施
・広報あいち掲載

11
高齢者の保健事業と介護予防の一体的
実施市町村数

－ － 2024 全市町村 2021 21市町村

市町村の企画立案を担う医療専門職向け
研修会の開催。
また、県全体の医療費データ分析を行い、
市町村の健康課題の抽出を支援した。

（研修会開催実績）
開催：2021年11月12日
参加者数：100名
講師：浜松医科大学　医学部医学科　健
康社会医学講座　教授　尾島俊之
内容：講師による講演、グループワーク。

B
2021年度は新たに13市町村が開始し、
21市町村で実施。引き続き目標達成に
向け市町村等の支援を行う。

市町村の企画立案を担う医療専門職
向け研修会を開催するとともに、県全
体の医療費データ分析を行い、市町
村の健康課題の抽出を支援する。
また、実施時期未定等市町村に対
し、ヒアリングを実施する。

2020 8市町村

12 介護予防に資する通いの場への参加率 2019 5.0% 2023 7.0% 2020 3.9%

NPO法人等に委託し、通いの場のモデル
事業を実施

（モデル事業の概要）
高齢者ができるだけ参加しやすいよう配
慮した通いの場をモデル事業として2019
年度から2021年度までの３か年で実施し、
その開催状況や参加者の状況を分析し、
成果報告書を作成。

D
コロナ感染症の感染状況から、参加人
数が減ったことにより、目標値を下回っ
たと想定される。

2021年度に作成した成果報告書の市
町村等説明会及び印刷・配布を行
い、既存の通いの場における参加者
促進や新たな通いの場の創出を図
る。

健康寿命の延伸
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評価指標一覧

年度 数値等 年度 数値等 年度 数値等 取組内容 年度 数値等

（２）あいち福祉保健医療ビジョン２０２６　進捗状況

体系
番
号

項目

2020年度実績
（2021年3月作成時点）

目標
（2021年3月設定）

直近値（実績）
進捗 進捗に関する見解 進捗を踏まえた今後の取組

直近値の前年度（実
績）

目標を達成したもの（A） 0項目
計画策定時と比べて改善したもの（B） 16項目
計画策定時と比べて横ばいのもの（C） 1項目
計画策定時と比べて下回っているもの（D） 6項目
未調査のもの（E） 2項目

13 医師少数区域の解消 2020 　2区域 2023 　0区域 2020 2区域

地域枠医師の医師少数区域等への派遣

（派遣の概要）
県内4大学の医学部に地域枠を設置（現
在の定員は32名）。
2022年度までの地域枠入学者の合計は
307名（退学者等を除く）。

E

国が算出する医師偏在指数において、
全国の2次医療圏で下位３分の１が医師
少数区域とされる。
目標設定後、医師偏在指標は更新され
ていない。

各大学医学部の地域枠定員の維持
を図るとともに、今後、地域枠医師の
派遣数が増加していくことから、適正
な派遣調整を進めていく。
地域枠医師の医師少数区域等への
派遣は、2020年度から始まっており、
2022年度時点では16名が派遣されて
いる。

15 介護職員の確保数 2019 103,563人 2025 121,007人 2020 104,532人

地域医療介護総合確保基金等を活用し、
介護人材の確保・定着に係る多様な取組
を実施

（主な取組）
・介護の仕事の魅力発信などによる多様
な人材の「参入促進」への取組
・職員のキャリアアップに対する支援など
による人材の「資質の向上」への取組
・職員の負担軽減などによる「労働環境・
処遇の改善」への取組

B

介護人材の「参入促進」、「資質の向
上」、「労働環境・処遇の改善」を３本の
柱とした、各種取組の実施により、前年
度より介護職員数が着実に増加してい
る。

介護職員数の更なる増加に向け、介
護人材の「参入促進」、「資質の向
上」、「労働環境・処遇の改善」を３本
の柱とした各種取組を引続き実施。

B
在宅療養支援診療所・病院数は2021年
度で47施設増加した。

医療・介護提供体制の
確保

14 在宅療養支援診療所・病院数 2020 906施設 2023
増加

（1,007）
2021

953施設
（2022年3月1日時点）

在宅医療を行う医療機関を増加させるた
めの研修の実施
（開催実績）
①-1せん妄対策研修会（第1回）
開催：2021年11月3日
参加者数：149名
講師：岡山大学病院　精神科神経科医局
長　井上真一郎

①-2せん妄対策研修会（第2回）
開催：2022年1月22日
参加者数：75名
講師：岡山大学病院　精神科神経科医局
長　井上真一郎

②-1摂食・嚥下機能支援に関する研修会
（第1回）
開催：2021年12月18日
参加者数：180名
講師：公益社団法人愛知県栄養士会理事
馬場正美

②-2摂食・嚥下機能支援に関する研修会
（第2回）
開催：2022年1月10日
参加者数：119名
講師：一般社団法人愛知県歯科医師会副
会長　椙村豊彦

②-3摂食・嚥下機能支援に関する研修会
（第3回）
開催：2022年2月19日
参加者数：177名
講師：一般社団法人愛知県言語聴覚士会
会長　中橋聖一

着実に増加しているが、目標数値
（2023年度1,007施設）の達成に向
け、引き続き研修会を開催予定。
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評価指標一覧

年度 数値等 年度 数値等 年度 数値等 取組内容 年度 数値等

（２）あいち福祉保健医療ビジョン２０２６　進捗状況

体系
番
号

項目

2020年度実績
（2021年3月作成時点）

目標
（2021年3月設定）

直近値（実績）
進捗 進捗に関する見解 進捗を踏まえた今後の取組

直近値の前年度（実
績）

目標を達成したもの（A） 0項目
計画策定時と比べて改善したもの（B） 16項目
計画策定時と比べて横ばいのもの（C） 1項目
計画策定時と比べて下回っているもの（D） 6項目
未調査のもの（E） 2項目

16
認知症地域支援推進員の新任者・
現任者研修受講率

－ － 2023 100% 2021

新任者研修受講率：
89.9%

現任者研修受講率：
32.3%

認知症介護研究・研修東京センターが主
催する当該研修受講に係る受講料を負担

B

本目標は、国の認知症施策推進大綱に
もＫＰＩ（重要業績評価指数）として設定さ
れているもので、本県の状況は、いずれ
も全国平均を上回っている。推進員を配
置する市町村において、新任者研修が
優先される傾向にあり、特に現任者研
修において受講率が低くなっていると考
えられる。

研修受講料の負担と合わせ、市町村
や認知症地域支援推進員に対し研
修の必要性や受講の結果について
周知し、積極的な受講を促していく。

17
グループホーム（共同生活援助）
サービス見込量

2019
6,077人
(人／月)

2023
8,208人

（人／月）
2021

8,004
（人/月）

量的確保については、社会福祉施設等施
設整備費補助金により圏域ごとの充足率
を勘案しながら計画的に進めるとともに、
質的確保についてはサービス管理責任者
研修等の充実、定期的な監査等を実施。

B
2021年度の見込量である7,002人（人/
月）を上回っており、2023年度の目標水
準に向かって推移している。

グループホーム（共同生活援助）の
サービス実績を把握し、引き続き必
要な見込量の確保に努める。

2020
7,021人
（人/月）

18 地域生活移行者数
2017～
2020

61人（2019年度末時
点）

2020～
2023

142人
2020
～

2021
53人

グループホーム整備促進支援による住ま
いの場の確保や、福祉施設入所者の地域
生活移行を図るための地域生活体験モデ
ル事業等を実施

（概要）
地域で自立した生活を継続していくための
施設入所者等を対象とした宿泊体験事業
や障害者支援施設や特別支援学校等に
出向いて事業説明を行う出前講座等を行
う。

B

2021年度の地域移行者は26人であり、
2020年度の27人と合わせ累計で53人と
なっている。地域移行が進まない要因と
して、現在、施設に入所している方の高
齢化・障害の重度化が進んだ方が多い
ことなどが考えられる。

地域での生活に関心がある方が、地
域生活を具体的にイメージできるよ
う、グループホーム等を活用した体験
事業や出前講座を実施する。また、
障害がある方がどこで暮らすかを選
択できるよう意思決定支援を推進す
るとともに、引き続きグループホーム
整備促進支援による住まいの場の確
保や、グループホームの世話人の確
保等に取り組む。

19
医療的ケア児に対する
支援調整コーディネーター配置人数

2019
県4人、

市町村174人
2023

県4人、
市町村217人

2021
県4人、

市町村211人

コーディネーター養成研修を実施(4日間)

（開催実績）
開催：2021年10月26日,10月27日、11月8
日、11月9日
参加者数：55名
講師：社会福祉法人理事長始め8名

B

コーディネーターの配置について、市町
村に対し、会議の場や通知により働きか
けを行うとともに、コーディネーター養成
研修を実施。
こうしたことから、県内のコーディネー
ター数は着実に増加していると考えられ
る。

引き続きコーディネーターの配置を市
町村に対し働きかけるとともに、養成
研修を実施することで、コーディネー
ター数のさらなる増加を図る。

2020
県4人、

市町村181
人

20
福祉施設利用者の
年間一般就労移行者数

2019 1,367人 2023 1,736人 2021 1,682人

一般就労への移行等に関する相談窓口を
設置するなど、一般就労に向けた福祉施
設の取組を支援

（相談窓口の概要）
福祉施設からの一般就労移行に関する相
談に随時対応し、一般就労を見据えた生
産活動の指導や、職場実習先・就職先等
の開拓方法等の助言を行う。

B
2021年度の一般就労移行者数は1,682
人で目標に対して96.9％となっている。

引き続き、希望する方が一般就労に
移行することができるよう福祉施設や
障害者雇用に取り組む企業の支援に
取り組む。

2020 1,163人

障害者支援
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